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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成24年４月 平成25年４月 平成26年４月 平成27年４月 平成28年４月

売上高 （千円） 792,003 790,562 751,945 751,118 741,582

経常利益 （千円） 155,231 165,055 164,084 130,577 128,851

当期純利益 （千円） 88,731 102,350 100,223 82,304 84,122

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000

発行済株式総数 （株） 3,125 3,125 3,125 3,125 3,125

純資産額 （千円） 2,408,065 2,510,416 2,610,639 2,692,943 2,777,066

総資産額 （千円） 4,730,747 4,693,479 4,677,722 4,667,404 4,905,898

１株当たり純資産額 （円） 770,581 803,333 835,404 861,742 888,661

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 28,394 32,752 32,071 26,337 26,919

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 50.9 53.5 55.8 57.7 56.6

自己資本利益率 （％） 3.7 4.2 3.8 3.1 3.0

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 133,844 107,706 165,134 101,037 129,154

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △7,814 26,744 △2,713 △10,033 △234,120

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △141,000 △121,000 △161,598 △88,856 123,413

現金及び現金同等物の期末

残
（千円） 34,242 47,693 48,516 50,663 69,111

従業員数
（人）

53 52 52 44 50

（外、平均臨時雇用者数） (66) (69) (72) (75) (78)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

　当社は、総武都市開発株式会社の建設にかかるゴルフ場施設（いわゆる中山カントリークラブ、所在：千葉県八千

代市桑橋1299）を賃借しこれを経営することを目的とし昭和36年５月16日に設立されました。

昭和36年５月 東京都中央区銀座西７丁目２番地に資本金1,000万円をもって株式会社中山カントリークラ

ブを設立。

昭和43年10月 東京都中央区銀座３丁目７番６号に本店移転。

昭和51年６月 東京都港区新橋５丁目２番10号に本店移転。

昭和58年４月 東京都港区西新橋２丁目39番３号に本店移転。

昭和61年７月 東京都千代田区神田錦町３丁目13番地７に本店移転。

平成10年12月 総武都市開発株式会社よりゴルフ場土地建物等施設一式を譲受け。

 

３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社中山カントリークラブ）及び親会社により構成され

ており、当社はゴルフ場事業を主に営んでおります。

４【関係会社の状況】

　関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の被所有割
合（％）

関係内容

（親会社）      

足立産業㈱ 東京都中央区 100,000 不動産業
64.0

(19.2)

当社借入金に対する連帯保証。

役員兼任有り。

　（注）１．議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成28年４月30日現在
 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

50人（78人） 55歳6ヶ月 14年6ヶ月 2,885,192円

　（注）１．従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、ゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント情報ごとに記載しておりません。

(2）労働組合の状況

　当社には労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善がみられたものの、新興国等の景気下振れリスク

による景気減速懸念の影響を受け先行きが不透明な状況で推移いたしました。

　ゴルフ場業界におきましては、ゴルフプレーヤーの減少や天候不順による来場者の減少が顕著にあらわれ、厳し

い経営環境が続いております。

　当期の営業につきましては、営業日数は前期比1日増加の358日を数えましたが、夏場の猛暑や台風等の影響もあ

り入場者数は前期比792名減少の46,960名となり、売上高は前期比1.3％減少の741百万円となりました。一方、販

売費及び一般管理費につきましては主に登記関係の費用の減少により前期比0.6％減少の618百万円となり、営業利

益は前期比5.5％減少の79百万円にとどまりました。営業外損益では名義書替手数料の増加と借入利息の減少によ

る増益要因がありましたが、乗用カート庫の新築に伴う既存建物の取壊費用等が発生した関係で経常利益は、前期

比1.3％減少の128百万円となりました。この結果、税引後の当期純利益は前期比2.2％増加の84百万円となりまし

た。

　なお、当社はゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、法人税等の納付が前事業年度に比べて減

少となると共に利息の支払額が減少したために、69百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、当事業年度は前事業年度に比べ28百万円増加し、129百万円（前年同期は101

百万円の収入）となりました。

　これは、主に法人税等の納付の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、234百万円（前年同期は10百万円の使用）となりました。

　これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、123百万円（前年同期は88百万円の使用）となりました。

　これは、主に長期借入金の新規借入250百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、ゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。なお、当事業年度

の販売実績を示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

区分
第55期

（自　平成27年５月１日
至　平成28年４月30日）

前年同期比

ゴルフ場売上 404,387 △1.1（％）

練習場売上 7,749 7.6

食堂・売店売上 146,953 △2.1

雑売上 101,983 △2.2

年会費ロッカー費収入 80,120 △0.3

賃貸料 389 △12.2

合計 741,582 △1.3

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

 　ゴルフ場業界は、来場者の減少とプレー料金の低価格志向が進むものと予測されておりますが、当社は夏場の猛

暑においても快適なプレーが提供できるよう乗用カートを平成28年３月から導入致しましたが、更なる倶楽部ライフ

の充実を図るためにも良好なコースコンディションの維持に努めてまいります。また安定的な事業収益の確保を図る

ためにも引き続き不要不急の経費削減に努めるとともに施設の改善と借入金の返済に十分対処してまいります。

 

４【事業等のリスク】

(1）当社の事業であるゴルフ場経営は、景気の変動や個人消費の動向が来場者数に大きく影響を与えます。

　景気の低迷は、同業他社との競争による低価格化により、当社の業績が影響を受ける可能性があります。

(2）当社の売上は、降雪や大雨等の天候の影響により入場者数が減少する可能性があり、当社の業績に大きな影響を

与える可能性があります。

(3）当社の事業運営に際し、ゴルフ場の一部が借地となっております。契約及び地主との関係において問題はありま

せんが、将来的に地主との契約更新ができない場合において、事業の継続に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）総武カントリークラブ株式会社との「総武グループ週日会員」に関する業務提携契約について

　当社は、従前、総武都市開発株式会社との間で、昭和58年６月７日より向う10年間、「総武グループ週日会員」

Ｓ.Ｇ.Ｍ.会員にプレースタート枠を利用させる契約を締結し、当社は総武都市開発株式会社より預り保証金２億

50百万円（無利息）を受入れ、契約期間が満了したときは、これを返還するものとし、契約期間１年前に双方より

特別な理由による正当な意思表示がなかった場合は、自動的に更新することができるものとなっておりました

（尚、平成９年６月１日より向う10年間契約が更新され、その後平成19年６月１日付けにて自動更新されておりま

した。）。

　当該契約関係は、期間を平成40年３月31日（その後の自動更新期間は20年）とした上で、平成20年６月２日付

で、ＰＧＭホールディングス株式会社の系列会社である総武カントリークラブ株式会社に対して会社法に基づく会

社分割手続によって承継されております。

　したがって、当社は、現在、総武カントリークラブ株式会社との間で、「総武グループ週日会員」Ｓ.Ｇ.Ｍ.会

員にプレースタート枠を利用させる契約を締結し、当社は総武カントリークラブ株式会社より預り保証金２億50百

万円（無利息）を受入れております。

(2）株式会社武蔵野ゴルフクラブとの施設利用契約について

　当社と株式会社武蔵野ゴルフクラブとは、株式会社武蔵野ゴルフクラブが経営する武蔵野ゴルフクラブの利用に

つき、昭和36年５月20日より向う10年間の施設利用契約を締結し、株式会社武蔵野ゴルフクラブに契約保証金２億

円（無利息）を差入れ、契約期間が満了したときは、これの返還を受けるものとし、双方合意の上更に10年間ごと

に契約を伸長するものとなっております。

　この契約にもとづき、当クラブの正会員の一部が武蔵野ゴルフクラブの会員と同等の資格をもってそのゴルフ場

を利用することができるものとなっております。

　なお、契約保証金については、変更契約を締結するとともに一部返還を受け、期末日現在の残高は70百万円と

なっております。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態

（資産）

資産合計は、4,905百万円（前事業年度比238百万円増）となりました。

流動資産の増加（前事業年度比28百万円増）は、現金及び預金の増加が主な要因であります。

固定資産の増加（前事業年度比210百万円増）は、有形固定資産の増加が主な要因であります。

（負債）

負債合計は、2,128百万円（前事業年度比154百万円増）となりました。

流動負債の増加（前事業年度比58百万円増）は、１年内返済予定の長期借入金の増加が主な要因であります。

固定負債の増加（前事業年度比95百万円増）は、長期借入金の増加が主な要因であります。

(2）経営成績

　売上高は741百万円（前事業年度比９百万円減）となりました。

　メンバー来場者数が増加した一方、ビジター来場者数が減少したことによりゴルフ場売上が減少したことが主な

　要因であります。

　販売費及び一般管理費につきましては、618百万円（前事業年度比３百万円減）となりました。

　租税公課の減少（前事業年度比７百万円減）が主な要因であります。

　この結果、営業利益は79百万円（前事業年度比４百万円減）となりました。

　営業外収益は、名義書替料の増加により96百万円（前事業年度比４百万円増）となりました。

　営業外費用は、支払利息等が減少しましたが、固定資産除却損の増加により46百万円（前事業年度比１百万円

　増）となりました。

　以上の結果、経常利益は128百万円（前事業年度比１百万円減）となり、当期純利益は84百万円（前事業年度

　比１百万円増）となりました。

 

(3）資本の財源及び資金の流動性

　当社は、営業キャッシュ・フローの改善のために、来場者の増加による営業収益の増加及び徹底した合理化によ

　るコスト削減を柱とした営業キャッシュ・フローの改善、並びに借入金返済資金を含めた安定的な資金を確保す

　るために、一部ゴルフ会員権の新規募集計画も含めた業務計画の実行に邁進し財務体質の強化を図っておりま

　す。

　なお、キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(2）キャッシュ・

　フロー」に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社中山カントリークラブ(E04651)

有価証券報告書

 7/42



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度は、長年の懸案でありました乗用カートの導入による乗用カート庫、カート道路、乗用カート等の取得

による支出がありました。

　その結果、当事業年度の設備投資額は234百万円となりました。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

平成28年４月30日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物及び構築

物（千円）

機械装置及び
運搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

リース資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

中山カントリークラブ

（千葉県八千代市）
ゴルフ場 237,441 71,781

3,468,798

（232,406）
2,531 216,116 3,996,669 50

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、什器備品、並びにコース勘定であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２．上記土地のほか賃借中の土地の面積は、370,418㎡であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000

計 4,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年４月30日現在）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年７月28日現在）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,125 3,125 非上場
当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 3,125 3,125 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数（株） 資本金（千円） 資本準備金（千円）

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高

平成17年７月26日（注） － 3,125 △672,500 95,000 － －

　（注）　定時株主総会において無償による資本減少の決議をしております。

（６）【所有者別状況】

平成28年４月30日現在
 

区分
政府及び地方
公共団体

金融機関
金融商品取引
業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 2 － 359 4 16 706 1,087

所有株式数（株） － 2 － 2,397 4 16 706 3,125

所有株式数の割合

（％）
－ 0.1 － 76.7 0.1 0.5 22.6 100.0
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（７）【大株主の状況】

  平成28年４月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

足立産業㈱ 東京都中央区銀座２丁目７番１７号 1,400株 44.8％

妙高観光開発㈱ 東京都中央区日本橋室町１丁目８番７号 250 8.0

㈱武蔵野ゴルフクラブ 東京都千代田区神田錦町３丁目13番地７ 130 4.2

新東産業㈱ 東京都豊島区西池袋１丁目16番１号 100 3.2

㈱オーイ 東京都品川区大井１丁目１番16号 61 2.0

城西産業㈱ 東京都港区芝浦３丁目８番10号 60 1.9

JX日鉱日石エネルギー㈱ 東京都千代田区大手町１丁目１番地２号 7 0.2

キグナス石油㈱ 東京都中央区八重洲２丁目８番１号 4 0.1

㈱エスジー 東京都中央区銀座２丁目16番12号 4 0.1

計 － 2,016 64.5

　（注）上記の他、3株所有の株主が6名おります。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　   3,125 3,125
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

発行済株式総数 3,125 － －

総株主の議決権 － 3,125 －

 

②【自己株式等】

平成28年４月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は定款上、株主総会の決議により、剰余金の配当として期末配当をできる旨定めておりますが、株主配当につ

いては、内部留保を確立するため、当分の間無配とすることといたしております。

　内部留保資金につきましては、今後の事業展開への備えとしていくこととしております。

４【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性　６名　女性　１名　（役員のうち女性の比率14％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

      株

取締役会長

（代表取締役）
 小宮山　英一 昭和22年２月14日生

昭和61年10月 足立産業㈱代表取締役会長（現

任）

昭和62年７月 当社代表取締役会長（現任）

平成３年10月 総武流山電鉄（現流鉄㈱）代表

取締役社長（現任）

(注)2 －

取締役  比良田　幸雄 昭和３年９月21日生

昭和57年９月 ㈱大井デパート（現㈱オーイ）

専務取締役

平成13年９月 ㈱オーイ代表取締役（現任）

平成19年７月 当社取締役就任（現任）

(注)2 －

取締役  伊藤　昭一 昭和27年12月14日生

昭和48年４月 当社入社

平成12年９月 ㈱グリーンセクション取締役

平成18年７月 当社取締役就任（現任）

平成19年３月 ㈱グリーンセクション

　　　　　　 代表取締役（現任）

(注)2 －

取締役  岡崎　寅雄 大正15年11月13日生

昭和61年６月 妙高観光開発㈱代表取締役社長

平成５年５月 妙高グリーンサービス㈱取締役

平成13年５月 妙高観光開発㈱相談役

平成13年７月 当社取締役

平成19年７月 当社取締役就任（現任）

(注)2 －

常勤監査役  増島　正夫 昭和22年12月９日生
平成13年12月 足立産業㈱総務部長

平成14年７月 当社監査役（現任）
(注)3 －

監査役  米澤　幸子 昭和22年５月29日生

昭和61年４月 弁護士登録（東京弁護士会所

属）永石一郎法律事務所勤務

平成元年４月 米澤幸子法律会計事務所開設

　　　　　　 現在至る

平成19年７月 当社監査役就任（現任）

(注)4 －

監査役  髙野　安利 昭和13年８月29日生

平成14年１月 ㈱大井デパート入社（現㈱オー

イ）

　　　　　　 総務部長（現任）

平成18年１月 総武都市開発㈱監査役

平成19年７月 当社監査役就任（現任）

(注)4 －

   計  －

　（注）１．監査役全員は、社外監査役であります。

２．平成28年７月27日開催の定時株主総会における選任後、２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結のときまで。

３．平成25年７月25日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結のときまで。

４．平成27年７月22日開催の定時株主総会における選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結のときまで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主を主な会員とする株主会員制ゴルフ場であり、株主の皆様方やゲストの来場者が満足なプレーを

楽しめることを目指して全社役職員結束して経営にあたることがコーポレート・ガバナンスの課題と考え努力し

ております。

　取締役会は定期に、及び必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定並びに業務の執行を監督しております。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ.　会社の機関の基本説明

　取締役会は定期に、及び必要に応じて臨時に開催しております。また、当社の監査役３名全員はいずれも社

外監査役であります。

ロ.　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

　取締役会は経営環境に迅速に対応すべく運営を行っております。監査役３名は社外監査役であり、社内の独

立した機関として取締役会に出席し、必要に応じ重要な社内会議の審議内容をも聴取し、取締役の職務執行に

ついて厳正な監視を行っております。

　内部統制システムについては、各部署において承認制度の徹底に努めており、また業務遂行については相互

けん制により内部統制の強化を図っております。なお、法律的検討課題等については、必要に応じて弁護士か

らアドバイスを受け、その対処をしております。

ハ.　内部監査及び監査役の状況

　当社には、内部監査組織はありませんが、監査役は取締役の職務執行について厳正な監視を行うとともに、

内部統制の適用状況等を監査しております。

　また、監査役は会計監査人である新日本有限責任監査法人と定期的に会合を持ち、監査内容の報告を受ける

ほか、監査計画・実施状況について情報を共有しております。

ニ.　会計監査の状況

ａ　業務を執行した公認会計士の氏名及び監査法人名

業務執行社員 所属する監査法人名

大田原吉隆 新日本有限責任監査法人

矢部直哉 新日本有限責任監査法人

 

ｂ　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ３名

その他 ５名

 

ホ.　社外取締役及び社外監査役との関係

　関連当事者との取引に記載されている事項を除き社外監査役との間に特別の利害関係はありません。

②　リスク管理体制の整備の状況

　当社では、業務に関する全てのリスクについて取締役会で報告するとともに、関係者に周知徹底を図り、収益

の確保と健全な経営基盤の確立に努めております。
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③　役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

取締役に支払った報酬 600千円

監査役に支払った報酬 600千円

合計 1,200千円

 

④　取締役の定数

　当会社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑤　取締役の選任決議要件

　当会社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投

票によらない旨も定款に定めております。

⑥　定款の定めにより取締役会決議とした株主総会決議事項

イ.　取締役の責任免除

　当社は、取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の賠償責

任について法令に定める要件に該当する場合は、賠償責任額から法令に定める限度において免除することがで

きる旨を定款に定めております。

　これは、職務遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるようにするものであります。

ロ.　監査役の責任免除

　当社は、取締役会の決議によって、監査役（監査役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の賠償責

任について法令に定める要件に該当する場合は、賠償責任額から法令に定める限度において免除することがで

きる旨を定款に定めております。

　これは、職務遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるようにするものであります。

⑦　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

4,500 － 4,500 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成27年５月１日から平成28年４月30日

まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年４月30日)
当事業年度

(平成28年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 50,663 69,111

営業未収入金 39,963 39,289

商品 1,193 864

原材料及び貯蔵品 3,550 3,311

前払費用 19,554 21,244

繰延税金資産 1,299 2,131

未収消費税等 - 8,367

その他 1,408 1,580

流動資産合計 117,633 145,900

固定資産   

有形固定資産   

建物 433,935 473,479

減価償却累計額 △351,379 △346,075

建物（純額） ※１ 82,556 ※１ 127,403

構築物 374,685 444,123

減価償却累計額 △348,186 △334,086

構築物（純額） 26,499 110,037

機械及び装置 71,292 75,717

減価償却累計額 △68,133 △69,151

機械及び装置（純額） 3,159 6,566

車両運搬具 19,005 84,435

減価償却累計額 △14,930 △19,220

車両運搬具（純額） 4,075 65,215

什器備品 58,558 64,955

減価償却累計額 △55,876 △54,179

什器備品（純額） 2,682 10,776

コース勘定 204,860 205,340

土地 ※１ 3,468,798 ※１ 3,468,798

リース資産 3,780 4,686

減価償却累計額 △1,323 △2,154

リース資産（純額） 2,457 2,531

有形固定資産合計 3,795,088 3,996,669

無形固定資産   

借地権 288,430 288,430

電話加入権 579 579

リース資産 - 6,018

ソフトウエア - 1,917

無形固定資産合計 289,009 296,945

投資その他の資産   

差入保証金 455,915 455,858

繰延税金資産 9,757 10,523

投資その他の資産合計 465,673 466,382

固定資産合計 4,549,770 4,759,997

資産合計 4,667,404 4,905,898
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年４月30日)
当事業年度

(平成28年４月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,776 4,522

短期借入金 50,000 80,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 137,320 ※１ 163,010

リース債務 793 2,407

未払金 ※２ 27,159 ※２ 37,897

未払費用 10,386 10,761

未払法人税等 16,394 24,684

未払消費税等 21,091 -

預り金 4,052 4,672

その他 3,675 5,069

流動負債合計 274,650 333,025

固定負債   

長期借入金 ※１ 964,410 ※１ 1,033,600

リース債務 1,786 6,774

退職給付引当金 28,613 30,681

会員預り金 455,000 474,750

長期預り保証金 250,000 250,000

固定負債合計 1,699,809 1,795,806

負債合計 1,974,460 2,128,831

純資産の部   

株主資本   

資本金 95,000 95,000

資本剰余金   

その他資本剰余金 672,500 672,500

資本剰余金合計 672,500 672,500

利益剰余金   

利益準備金 90,000 90,000

その他利益剰余金   

別途積立金 1,105,000 1,105,000

繰越利益剰余金 730,443 814,566

利益剰余金合計 1,925,443 2,009,566

株主資本合計 2,692,943 2,777,066

純資産合計 2,692,943 2,777,066

負債純資産合計 4,667,404 4,905,898
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成26年５月１日
　至　平成27年４月30日)

当事業年度
(自　平成27年５月１日
　至　平成28年４月30日)

売上高   

ゴルフ場売上 408,823 404,387

練習場売上 7,199 7,749

食堂・売店売上 150,033 146,953

雑売上 104,260 101,983

年会費・ロッカー費収入 80,358 80,120

賃貸収入 443 389

売上高合計 751,118 741,582

売上原価   

食堂・売店売上原価 44,949 43,916

売上総利益 706,169 697,665

販売費及び一般管理費   

営業管理費 20,751 21,114

維持管理費 12,534 14,045

賃借料 74,797 74,706

備品・消耗品費 34,416 31,713

減価償却費 19,023 24,552

支払手数料 135,915 134,836

租税公課 14,667 6,742

役員報酬 1,200 1,200

給料及び手当 246,197 244,960

退職給付費用 2,191 2,194

福利厚生費 29,242 30,742

その他 31,299 31,549

販売費及び一般管理費合計 622,238 618,357

営業利益 83,930 79,308

営業外収益   

受取利息 13 25

受取手数料 87,610 90,820

雑収入 4,382 5,587

営業外収益合計 92,006 96,433

営業外費用   

支払利息 41,272 26,188

支払保証料 ※１ 4,069 ※１ 3,644

固定資産除却損 9 17,045

雑損失 7 11

営業外費用合計 45,359 46,890

経常利益 130,577 128,851

税引前当期純利益 130,577 128,851

法人税、住民税及び事業税 45,331 46,327

法人税等調整額 2,941 △1,597

法人税等合計 48,272 44,729

当期純利益 82,304 84,122
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日）

        (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 95,000 672,500 672,500 90,000 1,105,000 648,139 1,843,139 2,610,639 2,610,639

当期変動額          

当期純利益      82,304 82,304 82,304 82,304

当期変動額合計 - - - - - 82,304 82,304 82,304 82,304

当期末残高 95,000 672,500 672,500 90,000 1,105,000 730,443 1,925,443 2,692,943 2,692,943

 

当事業年度（自　平成27年５月１日　至　平成28年４月30日）

        (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 95,000 672,500 672,500 90,000 1,105,000 730,443 1,925,443 2,692,943 2,692,943

当期変動額          

当期純利益      84,122 84,122 84,122 84,122

当期変動額合計 - - - - - 84,122 84,122 84,122 84,122

当期末残高 95,000 672,500 672,500 90,000 1,105,000 814,566 2,009,566 2,777,066 2,777,066
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成26年５月１日
　至　平成27年４月30日)

当事業年度
(自　平成27年５月１日
　至　平成28年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

営業収入 807,027 802,998

原材料又は商品の仕入れによる支出 △49,168 △46,384

人件費の支出 △282,025 △276,739

その他の営業支出 △374,909 △390,567

小計 100,923 89,307

利息及び配当金の受取額 13 25

利息の支払額 △44,596 △26,045

書替預託金収入 13,000 19,750

その他の収入 142,705 143,024

その他の支出 △46,586 △58,869

法人税等の支払額 △64,423 △38,037

営業活動によるキャッシュ・フロー 101,037 129,154

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △10,033 △234,120

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,033 △234,120

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 30,000

長期借入れによる収入 1,085,000 250,000

長期借入金の返済による支出 △1,222,320 △155,120

リース債務の返済による支出 △1,536 △1,466

財務活動によるキャッシュ・フロー △88,856 123,413

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,147 18,448

現金及び現金同等物の期首残高 48,516 50,663

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 50,663 ※ 69,111
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　　時価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

　　採用しております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

 （1）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法）を

　　採用しております。

 （2）リース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４．引当金の計上基準

　　退職給付引当金

　　　簡便法を採用しております。

　　　①　キャディー職員の退職給付に備えるため、当社の退職金規定に従い、自己都合に基づく期末要支

　　　　給額の100％を計上しております。

　　　②　その他従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の額に基づき計上し

　　　　ております。

　　　　なお、退職給付債務の算定にあたり、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用し

　　　ております。

 

５．ヘッジ会計の方法

 （1）ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてお

　　りますので、特例処理を採用しております。

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　金利スワップ

　　　ヘッジ対象　借入金利息

 （3）ヘッジ方針

　　　借入金の利息に係る金利変動リスクをヘッジしております。

 （4）ヘッジ有効性評価の方法

　　　特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

　　預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

　　月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

７．消費税等の会計処理

　　　税抜処理しております。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　　前事業年度において、「営業外費用」の「雑損失」に含めていた「固定資産除却損」は、営業外費用の

100　分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させる

た　　め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「雑損失」に表示していた17千円は、

「固定資産除却損」９千円、「雑損失」７千円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年４月30日）
当事業年度

（平成28年４月30日）

建物 9,921千円 8,180千円

土地 3,448,510 3,448,510

計 3,458,431 3,456,690

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年４月30日）
当事業年度

（平成28年４月30日）

１年内返済予定の長期借入金 124,000千円 124,000千円

長期借入金 961,000 837,000

　計 1,085,000 961,000

 

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成27年４月30日）
当事業年度

（平成28年４月30日）

流動負債   

　未払金 4,069千円 3,644千円

 

（損益計算書関係）

※１　親会社足立産業㈱に対する費用には、次のものがあります。

 
前事業年度

（自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日）

当事業年度
（自　平成27年５月１日
至　平成28年４月30日）

営業外費用   

　支払保証料 4,069千円 3,644千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 3,125 － － 3,125

合計 3,125 － － 3,125

 

当事業年度（自　平成27年５月１日　至　平成28年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 3,125 － － 3,125

合計 3,125 － － 3,125

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日）

当事業年度
（自　平成27年５月１日
至　平成28年４月30日）

現金及び預金勘定 50,663千円 69,111千円

現金及び現金同等物 50,663 69,111
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主にホイルローダー（車両運搬具）とゴルフ場システム（什器備品）であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。

 

 

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　　 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達

　 しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　 借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。一部の借入金の金利変動リスクに対して金利

　 スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）参照）。

　前事業年度（平成27年４月30日）

 
　貸借対照表計上額

（千円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　（1）長期借入金

　　（1年内返済予定分を含む）
1,101,730 1,101,730 －

　（2）デリバティブ取引 － － －

（注1）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

　（1）長期借入金（１年内返済予定分を含む）

　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

　　　で割り引いて算定する方法によっております。金利スワップの特例処理の対象とされている長期借

　　　入金は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

　　　適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　（2）デリバティブ取引

　　　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　差入保証金（貸借対照表計上額455,915千円）は、更新可能な契約であり継続利用が前提である

　　　ことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

　　　　長期預り保証金（貸借対照表計上額250,000千円）及び会員預り金（貸借対照表計上額455,000千

　　　円）は、返還時期が予測不可能であり、キャッシュ・フローを合理的に見積もることができず、時

　　　価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

（注3）長期借入金の返済予定額

前事業年度（平成27年４月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 137,320 127,410 124,000 124,000 124,000 465,000

       

合計 137,320 127,410 124,000 124,000 124,000 465,000
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　当事業年度（平成28年４月30日）

 
　貸借対照表計上額

（千円）
　時価（千円） 　差額（千円）

　（1）長期借入金

　　（1年内返済予定分を含む）
1,196,610 1,196,610 －

　（2）デリバティブ取引 － － －

（注1）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

　（1）長期借入金（１年内返済予定分を含む）

　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

　　　で割り引いて算定する方法によっております。金利スワップの特例処理の対象とされている長期借

　　　入金は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

　　　適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　（2）デリバティブ取引

　　　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　差入保証金（貸借対照表計上額455,858千円）は、更新可能な契約であり継続利用が前提である

　　　ことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

　　　　長期預り保証金（貸借対照表計上額250,000千円）及び会員預り金（貸借対照表計上額474,750千

　　　円）は、返還時期が予測不可能であり、キャッシュ・フローを合理的に見積もることができず、時

　　　価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

（注3）長期借入金の返済予定額

当事業年度（平成28年４月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 163,010 159,600 159,600 159,600 159,600 395,200

       

合計 163,010 159,600 159,600 159,600 159,600 395,200

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

 

　　1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　該当事項はありません。

　　2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　金利関連

前事業年度（平成27年４月30日）

　ヘッジ会計の方法 　取引の種類 　主なヘッジ対象
　契約金額等

（千円）

　うち1年超

　（千円）

　時価

　（千円）

　金利スワップの特

　例処理

　金利スワップ取引

　変動受取・固定支払
　長期借入金 1,085,000 961,000    （注）

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

　　　　その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当事業年度（平成28年４月30日）

　ヘッジ会計の方法 　取引の種類 　主なヘッジ対象
　契約金額等

（千円）

　うち1年超

　（千円）

　時価

　（千円）

　金利スワップの特

　例処理

　金利スワップ取引

　変動受取・固定支払
　長期借入金 1,193,200 1,033,600    （注）

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

　　　　その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職一時金制度（非積立型）を設けており、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

　２．確定給付制度

　（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　平成26年５月１日
　　至　平成27年４月30日）

当事業年度
（自　平成27年５月１日
　　至　平成28年４月30日）

退職給付引当金の期首残高 30,550千円 28,613千円

退職給付費用 2,163 2,068 

　退職給付の支払額 △4,100 － 

退職給付債務の期末残高 28,613 30,681 

 

（2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

（平成27年４月30日）
当事業年度

（平成28年４月30日）

退職給付債務 28,613千円 30,681千円

退職給付引当金 28,613 30,681 

 

（3）退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　前事業年度2,163千円　　　　当事業年度2,068千円

 

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年４月30日）
 

当事業年度
（平成28年４月30日）

繰延税金資産    
(流動資産）    
　未払法人税等 1,299千円 2,131千円

（固定資産）    

　退職給付引当金 9,757  10,523

繰延税金資産合計 11,057  12,655

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため

　注記を省略しております。

 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の

引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の35.0％から平成28年５月１日に開始する事業年度及び平成29年５月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる

一時差異については34.5％に、平成30年５月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については

34.3％となります。

　　この税率変更により、繰延税金資産の金額は245千円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前事業年度（自 平成26年５月１日 至 平成27年４月30日）

当社は、ゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

Ⅱ　当事業年度（自 平成27年５月１日 至 平成28年４月30日）

当社は、ゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自 平成26年５月１日 至 平成27年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の90％を超えるため、記載を省略

　しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の90％を超えるため、地域ごとの売上高

　　の記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

　　地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載は

　ありません。

 

当事業年度（自 平成27年５月１日 至 平成28年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の90％を超えるため、記載を省略

　しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の90％を超えるため、地域ごとの売上高

　　の記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

　　地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載は

　ありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日）

 

１．関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係  

親会社 足立産業㈱
東京都

中央区
100,000千円 不動産業

（被所有）

直接　44.8％

間接　19.2％

当社長期借入金に

対する連帯保証

役員の兼任　１名

 

 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

 千円  千円

被保証債務 1,085,000 － －

支払保証料 4,069 未払金 4,069

取引条件ないし取引条件決定方針等

※１．市場の実勢価格をみて毎期交渉の上、取引額を決定しております。

(2）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係  

親会社の

子会社

㈱武蔵野ゴルフク

ラブ

東京都

八王子市
20,000千円 ゴルフ場経営

（被所有）

直接　1.9％

ゴルフ場施設利用

契約
 

親会社の

子会社

㈱グリーンセク

ション

千葉県

八千代市
10,000千円

ゴルフ場

コース管理業務
なし

ゴルフ場コース管

理業務委託

役員の兼任　１名

 

 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

 千円  千円

－ － 差入保証金 70,000

コース管理 98,400 未払金 16,603

業務委託    

※１．㈱武蔵野ゴルフクラブとの取引は、「第２　事業の状況　５．経営上の重要な契約等」に記載しております。

２．市場の実勢価格を見て毎期交渉の上、取引額を決定しております。

なお、「関連当事者との取引」の取引金額には消費税等が含まれておりません。

 ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

 　（1）親会社情報

 　　　足立産業㈱（非上場）

 　（2）重要な関連会社の要約財務情報

 　　　該当事項はありません。
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当事業年度（自　平成27年５月１日　至　平成28年４月30日）

 

１．関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係  

親会社 足立産業㈱
東京都

中央区
100,000千円 不動産業

（被所有）

直接　44.8％

間接　19.2％

当社長期借入金に

対する連帯保証

役員の兼任　１名

 

 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

 千円  千円

被保証債務 961,000 － －

支払保証料 3,644 未払金 3,644

取引条件ないし取引条件決定方針等

※１．市場の実勢価格をみて毎期交渉の上、取引額を決定しております。

(2）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係  

親会社の

子会社

㈱武蔵野ゴルフク

ラブ

東京都

八王子市
20,000千円 ゴルフ場経営

（被所有）

直接　4.2％

ゴルフ場施設利用

契約
 

親会社の

子会社

㈱グリーンセク

ション

千葉県

八千代市
10,000千円

ゴルフ場

コース管理業務
なし

ゴルフ場コース管

理業務委託

役員の兼任　１名

 

 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

 千円  千円

－ － 差入保証金 70,000

コース管理 97,600 未払金 12,741

業務委託他    

※１．㈱武蔵野ゴルフクラブとの取引は、「第２　事業の状況　５．経営上の重要な契約等」に記載しております。

２．市場の実勢価格を見て毎期交渉の上、取引額を決定しております。

なお、「関連当事者との取引」の取引金額には消費税等が含まれておりません。

 ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

 　（1）親会社情報

 　　　足立産業㈱（非上場）

 　（2）重要な関連会社の要約財務情報

 　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
　　　　　　　 （自　平成26年５月１日
　　　　　　　　 至　平成27年４月30日)

当事業年度
　　　　　　　 （自　平成27年５月１日
　　　　　　　　 至　平成28年４月30日)

 
１株当たり純資産額 861,742円

１株当たり当期純利益金額 26,337円
 

 
１株当たり純資産額 888,661円

１株当たり当期純利益金額 26,919円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

 （自　平成26年５月１日
 　至　平成27年４月30日）

当事業年度
 （自　平成27年５月１日
 　至　平成28年４月30日）

当期純利益 82,304千円 84,122千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純利益 82,304千円 84,122千円

期中平均株式数 3,125株 3,125株

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 433,935 55,296 15,753 473,479 346,075 9,740 127,403

構築物 374,685 89,461 20,023 444,123 334,086 5,854 110,037

機械及び装置 71,292 4,425 － 75,717 69,151 1,018 6,566

車両運搬具 19,005 66,000 570 84,435 19,220 4,859 65,215

什器備品 58,558 9,762 3,365 64,955 54,179 1,667 10,776

コース勘定 204,860 480 － 205,340 － － 205,340

土地 3,468,798 － － 3,468,798 － － 3,468,798

リース資産 3,780 906 － 4,686 2,154 831 2,531

有形固定資産計 4,634,917 226,330 39,711 4,821,536 824,867 23,972 3,996,669

無形固定資産        

借地権 288,430 － － 288,430 － － 288,430

電話加入権 579 － － 579 － － 579

リース資産 － 6,565 － 6,565 547 547 6,018

ソフトウエア － 1,950 － 1,950 32 32 1,917

無形固定資産計 289,009 8,515 － 297,524 579 579 296,945

　　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　建物　　　　　　乗用カート庫他　　 34,305千円

　　　　　構築物　　　　　乗用カート道路　　 65,884千円

　　　　　車両運搬具　　　乗用カート60台　　 66,000千円

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 50,000 80,000 1.475 －

１年以内に返済予定の長期借入金 137,320 163,010 2.17 －

１年以内に返済予定のリース債務 793 2,407 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 964,410 1,033,600 2.19 平成29年～平成35年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,786 6,774 － 平成29年～平成32年

合計 1,154,309 1,285,792 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２. リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

　　　　　　貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 159,600 159,600 159,600 159,600

リース債務 2,407 1,812 1,613 941

 

【引当金明細表】

　該当事項はありません。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

現金 4,454 当社金庫保管

預金の種類

当座預金 48 千葉興業銀行新八千代支店

普通預金 53,110 みずほ銀行新橋支店他

　通知預金 11,498 みずほ銀行新橋支店

 小計 64,657  

合計 69,111  

 

ロ．営業未収入金

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

会員未収入金 10,052 年会費及びロッカー費未収入金他

営業未収入金   

㈱ジェーシービー 7,989 プレー代金未収入金

㈱セディナ 8,536 〃

三井住友カード㈱ 7,598 〃

ユーシーカード㈱ 2,427 〃

その他 2,685  

合計 39,289  

営業未収入金は、１ヶ月以内に回収されるものであります。

ハ．商品

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

コース売店棚卸商品 864 飲料その他コース売店販売品

合計 864  

 

ニ．原材料及び貯蔵品

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

食堂原材料 927 食堂用材料棚卸高その他

競技会商品他 2,384 競技会商品棚卸高その他

合計 3,311  
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②　固定資産

差入保証金

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

立石壮三他 382,191 借地敷金返還請求権

㈱武蔵野ゴルフクラブ 70,000 ゴルフ場利用契約保証金

㈱武蔵野ゴルフクラブ 3,547 東京事務所保証金負担分

㈱セコム 100 警備契約保証金

その他 20 社宅敷金他

合計 455,858  

 

③　流動負債

買掛金

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

㈲小西屋 955 食堂食材仕入

㈲サンフーズ 853 食堂食材仕入

高瀬物産㈱ 577 食堂食材仕入

讃岐商行㈲ 415 食堂食材仕入

小川商店 392 食堂食材仕入

その他 1,327 食堂食材仕入その他

合計 4,522  

 

④　固定負債

イ．会員預り金

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

会員預り保証金 150,750  

書替預託金 324,000  

合計 474,750  

 

ロ．長期預り保証金

（単位：千円）
 

区分 金額 摘要

総武カントリークラブ㈱ 250,000 総武グループ週日会員預り保証金

合計 250,000  

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 ７月中

基準日 ４月30日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ４月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所 当社

株主名簿管理人 該当ありません。

取次所 該当ありません。

名義書換手数料 当社規定の手数料

新券交付手数料 当社規定の手数料

単元未満株式の買取り  

取次場所 該当ありません。

株主名簿管理人 該当ありません。

取次所 該当ありません。

買取手数料 該当ありません。

公告掲載方法 官報に掲載して行う。

株主に対する特典 特記事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第54期）（自　平成26年５月１日　至　平成27年４月30日）

　平成27年７月30日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

　第55期中（自　平成27年５月１日　至　平成27年10月31日）

　平成28年１月28日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成２８年７月２６日

株式会社中山カントリークラブ  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大田原　吉隆　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢部　直哉　　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社中山カントリークラブの平成２７年５月１日から平成２８年４月３０日までの第５５期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他

の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

中山カントリークラブの平成２８年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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